
 

 

 

「令和７年度市内事業所経営実態把握調査」の結果を公表します 
 
「市内事業所経営実態把握調査」は、市内事業所の経営状況や事業展望、課題等を把握し、市内中小企業

の活性化に資する政策立案の基礎資料とすることを目的として、川崎市が原則毎年実施しています。 
この度、令和７年度の調査結果がまとまりましたのでお知らせします。調査結果から得られた主な経営実態の特

徴としては、人手不足は継続的に課題となっているものの、賃上げ等には一定割合取り組めている、などとなっていま
す。 
 

１ 調査期間 
  令和７年 10 月１日（水）〜10 月 31 日（金） 
 
２ 調査方法 
  対象となる事業所に調査票を郵送し、回答は郵送又は web の回答フォームで回収 
 

３ 調査対象・回答状況 
（１）調査対象 

    市内に立地する 3,500 事業所 
    （総務省の「事業所母集団データベース」を基に全産業分野の市内全事業所（約 40,000 事業 

所）の中から産業大分類別の事業所数の割合に応じて無作為に抽出） 
（２）回答数 

    1,314 件・有効回収率 40.1％  
 

４ 調査内容 
 （１）現在の経営状況 
 （２）為替変動、原油・資源価格の高騰、労務費の増加などの影響 
 （３）賃上げの実施状況 
 （４）人材確保の状況等 
 （５）資金調達 
 （６）インボイス制度への対応状況 
 （７）脱炭素化への取組 
 （８）ESG を意識した経営 
 （９）生産性向上への取組 
 （10）海外ビジネス 
  (11) 産業振興施策の活用状況等 
  

５ 調査報告書（全体版）掲載場所 
  川崎市ホームページ（市政情報＞市政資料＞市政資料一覧＞令和７年度市政資料） 

https://www.city.kawasaki.jp/280/page/0000186462.html 
 
 
 
 
 

令 和 ８ 年 ４ 月 １ ４ 日 
報 道 発 表 資 料 
川崎市（経済労働局）  

問合せ先 
川崎市経済労働局産業政策部企画課 一ノ瀨 
電話 ０４４－２００－２３６０（内線２８２０１） 

https://www.city.kawasaki.jp/280/page/0000186462.html


   

 
 

６ 主な調査結果（別紙「調査結果概要」も併せて御参照ください。）                 
※【】内は令和６年度調査との比較 

 
 （１）現在の経営状況（３年前との比較）（単一回答）（⇒別紙「調査結果概要①-(1)」） 

令和６年度調査と比較すると「好転」と回答した事業所はほぼ横ばいで、「悪化」と回答した事
業所は減少し、「特に変化はない」と回答した事業所が増加した。       

   ・好転している   26.0%【－0.3 ポイント】 
   ・悪化している     34.0%【－3.3 ポイント】 
   ・特に変化はない   39.0%【＋2.9 ポイント】 
 （２）今後５年間の経営展望（単一回答）（⇒別紙「調査結果概要①-(1)」） 

令和６年度調査と比較すると「好転」と回答した事業所はほぼ横ばいで、「悪化」と回答した事
業所はやや増加し、「特に変化はない」と回答した事業所はやや減少した。 
・好転する     22.8%【＋0.1 ポイント】 
・悪化する         34.2%【＋1.2 ポイント】 
・特に変化はない   41.6%【－1.6 ポイント】 

 （３）今後事業を行っていくうえでの課題（複数回答）（⇒別紙「調査結果概要①-(2)」） 
令和６年度調査に引き続き、「人手不足」「設備の不足・老朽化」「原材料など諸経費の増加」が
上位となっている。 

   ＜上位となった課題と令和６年度調査との比較＞ 
   ・人手不足         55.9%【－1.8 ポイント】 
   ・設備の不足・老朽化    22.7％【－1.6 ポイント】  

 ・原材料など諸経費の増加  22.4％【＋0.6 ポイント】 
（４）為替変動や労務費等の増額分の価格転嫁の状況（価格転嫁の割合は単一回答、理由は複数回答） 
   （⇒別紙「調査結果概要②-(4)」） 

製品・サービス価格にどの程度価格転嫁できているかについて、「全く価格転嫁できていない」
が 23.4％、「２割未満」が 23.1％、となっており、価格転嫁が難しい理由として、「競合他社・
他業種との価格競争のため」が 35.9％、「売上減少の懸念があるため」が 29.8％と上位を占め
ている。 

（５）直近１年程度の間で実施した従業員の賃上げの状況（実施状況の割合は単一回答、理由は複数
回答）（⇒別紙「調査結果概要②-(5)」） 

   賃上げを「実施した」と回答した事業所は 72.7％で、「実施していない」と回答した事業所は
25.9％となっており、賃上げを実施した理由として、「従業員のモチベーション向上」が 77.8％
と最多で、次いで「物価高騰への対策」が 39.0％、「優秀な人材の確保」が 37.6％となってい
る。 

 （６）人材確保（採用）状況（単一回答）（⇒別紙「調査結果概要③-(6)」） 
   令和６年度調査と比較すると「確保できている」（「十分確保できている」と「どちらかといえば

確保できている」の回答割合合計）と回答した事業所は 2.0 ポイント増加し、「確保できていな
い」（「どちらかといえば確保できていない」と「ほとんど確保できていない」の回答割合合計）
と回答した事業所は 1.7 ポイント減少した。 

   ・十分確保できている          6.1%【－1.5 ポイント】 
   ・どちらかといえば確保できている  29.2%【+3.5 ポイント】 
   ・どちらかといえば確保できていない 31.4%【－0.2 ポイント】 
      ・ほとんど確保できていない      12.9%【－1.5 ポイント】 
 
 



「令和7年度市内事業所経営実態把握調査」調査結果概要①

• 今後事業を行っていくうえでの課題は、昨年度と引き続き「人手不足」、「設備の不足・老朽化」、
「原材料など諸経費の増加」が上位となっている。

• 今後５年間を展望して重点的に取り組みたいことは、「人材の確保」、「経費の削減」、今回調査から
追加した「従業員の賃上げ」が上位となっている。

「事業所母集団データベース〔令和5年次フレーム〕」を基に全産業分野の市内全事業所（約40,000事業
所）から無作為に3,500事業所を抽出し、経営状況や事業展望等についてアンケート調査を実施（前回調査
は令和6年度に実施）

調査方法︓調査依頼状を郵送し、回答はWeb又は紙の調査票により回収
調査対象︓市内に立地する3,500事業所（産業大分類別の事業所数の割合に応じて無作為に抽出）
回答状況︓1,314件（有効回収率40.1％）

• ３年前と比較した現在の経営状況については、「好転」はほぼ横ばいで、「悪化」は減少し、「特に変
化なし」は増加した。

• 今後5年間の経営展望は、「好転」はほぼ横ばいで、「悪化」はやや増加し、「特に変化なし」はやや
減少した。

26.0%

26.3%

34.0%

37.3%

39.0%

36.1%

1.1%

0.4%

令和7年度(n=1,314)

令和6年度(n=1,059)

好転している 悪化している 特に変化はない 無回答

22.8%

22.7%

34.2%

33.0%

41.6%

43.2%

1.4%

1.2%

令和7年度(n=1,314)

令和6年度(n=1,059)

好転する 悪化する 特に変化はない 無回答

【今後５年間の経営展望（単一回答）】

【今後５年間を展望して重点的に取り組みたいこと（複数回答）】【今後事業を行っていくうえでの課題（複数回答）】

55.9%

22.7%

22.4%

19.3%

17.8%

15.7%

15.5%

14.4%

13.0%

10.0%

57.7%

24.3%

21.8%

19.3%

18.2%

16.7%

13.6%

13.6%

12.0%

9.7%

人手不足

設備の不足・老朽化

原材料など諸経費の増加

業績の不振

事業承継・後継者問題

利幅の縮小

資金調達

必要なITスキルを持つ人材の不足

国内企業との競争激化

新技術・ノウハウの情報不足

10%未満は本編参照

令和7年度(n=1,300)

令和6年度(n=1,059)

63.7%

39.8%

36.2%

32.3%

29.5%

24.2%

18.3%

16.7%

13.7%

13.5%

12.8%

11.3%

11.1%

10.0%

64.1%

37.9%

31.9%

31.6%

24.3%

17.1%

16.6%

18.3%

13.2%

13.4%

人材の確保

経費の削減

従業員の賃上げ

教育・人材開発

労働条件の改善

販路開拓

価格転嫁

生産性向上に資するITツールの導入

仕入先の開拓・選別

新製品・技術、商品・サービス等の開発

新分野への進出

広告・宣伝活動の強化

新たな設備の導入

事業所の拡大

10%未満は本編参照

令和7年度(n=1,314)

令和6年度(n=1,059)

【３年前と比較した現在の経営状況（単一回答）】

別紙

(1)

(2)

※下線項目は令和7年度から増やした選択項目

… …



「令和７年度市内事業所経営実態把握調査」調査結果概要②

• 為替変動、原油・資源価格の高騰、労務費の増加等や米国の関税政策などによる影響額を製品・サービス価
格にどの程度転嫁できているかは、「全く価格転嫁できていない」、「２割未満」が上位となっている。

• 価格転嫁が難しい理由は、「競合他社・他業態との価格競争のため」「売上減少の懸念があるため」が上位
となっている。

【価格転嫁が難しい理由（複数回答）】【為替変動や労務費等の増額分の価格転嫁の状況について（単一回答）】

35.9%

29.8%

12.7%

10.6%

3.0%

27.1%

4.9%

競合他社・他業態との価格競争のため

売上減少の懸念があるため

取引先・顧客が価格交渉に応じないため

法律・制度上の制約があるため

その他

特にない

無回答 (n=1,235)

• 直近1年程度の間に行った従業員の賃上げの実施状況は、「実施した」が72.7％で、「実施していない」が
25.9％となっており、「実施した」理由は「従業員のモチベーション向上」「物価高騰への対策」「優秀な
人材の確保」が上位となっている。

【 賃上げの実施理由（複数回答）】

77.8%

39.0%

37.6%

20.1%

9.3%

7.7%

1.0%

従業員のモチベーション向上

物価高騰への対策

優秀な人材の確保

業績の向上

競合他社との競争優位の確保

その他

無回答
(n=955)

10割
1.1% ８割以上10割未満

3.5%

５割以上８割未満
5.0%

２割以上５割未満
11.0%

２割未満
23.1%

全く価格転嫁でき
ていない
23.4%

コストは上昇したが、価格
転嫁するつもりはない

12.6%

コストは上昇していない
14.5%

無回答
6.0%

(n=1,314)

【 直近1年程度の間に実施した従業員の賃上げの実施状況（単一回答） 】

実施した
72.7%

実施していない
25.9%

無回答
1.4%

(n=1,314)

(3)

(4)

(5)

大きく影響を受け
ている
23.9%

ある程度影響を受
けている
50.9%

特に影響はない
23.6%

無回答
1.6%

(n=1,314)

• 為替変動、原油・資源価格の高騰、労務費の増加等によって受けた影響について、「大きく影響を受けてい
る」は23.9％、「ある程度影響を受けている」は50.9％となり、その2つの合計は７割を超えている。

• 影響の内容は「コストの増加」が８3.0％となり、最も高くなっている。

83.0%

17.8%

17.7%

9.1%

7.6%

4.6%

4.3%

2.6%

2.1%

1.0%

0.8%

0.7%

3.4%

1.1%

コストの増加

原材料の調達難

客数や取引先・納品先の減少

国内における買い控え

採用抑制や人員整理の必要性の高まり

事業の整理、撤退

自社の生産量の減少

為替差益が発生

取引先からの受注量が増加

自社の生産量の増加

訪日外国人客への販売増加

輸出量が増加

その他

無回答 (n=983)

【影響の内容（複数回答）】【為替変動、原油・資源価格の高騰等による影響の有無（単一回答）】



「令和７年度市内事業所経営実態把握調査」調査結果概要③

(6)

(7)

(8)

• 人材確保（採用）状況は、〈確保できている〉がやや増加し、〈確保できていない〉はやや減少している。
• 人材確保（採用）上の課題は、前回調査に引き続き「採用条件に合う人材の不足」が最も多かった。

6.1%

7.6%

29.2%

25.7%

31.4%

31.6%

12.9%

14.4%

19.0%

18.8%

1.3%

1.8%

令和7年度
(n=1,314)

令和6年度
(n=1,059)

十分確保できている どちらかといえば確保できている

どちらかといえば確保できていない ほとんど確保できていない

採用活動を行っていない 無回答

【人材確保（採用）状況（単一回答）】 【人材確保（採用）上の課題（複数回答）】

〈確保できている〉 〈確保できていない〉
令和7年度 35.3% 44.3%
令和6年度 33.3% 46.0%

39.3%

21.4%

20.9%

19.6%

19.4%

19.3%

15.0%

13.2%

8.4%

2.0%

24.0%

2.4%

41.8%

19.9%

20.3%

20.1%

20.5%

20.7%

14.6%

14.5%

8.4%

3.6%

23.9%

2.8%

採用条件に合う人材の不足

自社の知名度不足

採用した人材の定着率の低さ

求職者の大企業志向、安定志向

自社の属する業界のネガティブイメージ

採用活動に掛けられる費用の不足

高齢化による退職者の増加

採用ノウハウの不足

採用担当者の不足

その他

特に課題はない

無回答
令和7年度(n=1,314)
令和6年度(n=1,059)

• 生産性向上への取組状況は、〈取組意向あり〉が減少する一方で〈取組意向無し〉は増加している。
• 生産性向上に取り組むうえでの課題は、「担当する社員がいない・部署がない」「設備投資等のための資金

不足」「何に取り組めばよいかわからない」が上位である一方、「特に課題はない」も38.0%と高くなって
いる。

11.9%

12.8%

30.6%

36.1%

24.5%

23.2%

29.0%

25.2%

4.0%

2.6%

令和7年度

(n=1,314)

令和6年度

(n=1,059)

積極的に取り組んでいる 取り組んでいる 検討中である

取り組む予定はない 無回答

〈取組意向あり〉 〈取組意向無し〉
令和7年度 67.0% 29.0%
令和6年度 72.1% 25.2%

21.8%

18.3%

14.1%

11.9%

8.3%

2.6%

38.0%

5.7%

21.0%

19.2%

14.6%

12.1%

11.0%

2.5%

34.5%

5.6%

担当する社員がいない・部署がな
い

設備投資等のための資金不足

何に取り組めばよいかわからない

取組を行っても十分な効果が
期待できない

後継者が不在であり、事業存続が
不透明

その他

特に課題はない

無回答 令和7年度(n=1,314)
令和6年度(n=1,059)

【生産性向上への取組状況（単一回答）】 【生産性向上に取り組むうえでの課題（複数回答）】

• 海外ビジネスの状況について、「海外ビジネスに取り組んでいない」が83.9％と最も高くなっている。
• 海外ビジネスに取り組んでいない理由として「国内市場で充足できるので必要を感じない」が約半数を占め

ている。

55.4%

14.2%

13.8%

11.5%

10.1%

9.2%

6.7%

5.1%

4.9%

4.9%

15.8%

2.6%

国内市場で充足できるので必要を感じない

海外ビジネスを担う人材が不足

海外ビジネスに関するノウハウが不足

海外市場に関する情報が不足

海外ビジネスに取り組むための資金が不足

現地パートナーが不在

現地法規制度や規格への対応が困難

国内パートナーが不在

自社製品やサービスの海外市場が小さい

海外の政治情勢や治安等が不安

その他

無回答

【海外ビジネスの状況（複数回答）】 【海外ビジネスに取り組んでいない理由（複数回答）】

(n=1,102)

4.0%

3.4%

3.0%

1.9%

1.8%

1.6%

1.1%

83.9%

4.2%

5.9%

4.8%

3.9%

4.2%

3.2%

3.3%

2.5%

80.1%

4.5%

自社の製品・サービスを直接輸出している

自社の製品・サービスを商社等を通じて
間接的に輸出している

海外企業の製品・サービスを直接輸入
している

海外に業務提携（販売・生産・技術提携）
先を有している

海外に現地法人（生産拠点以外）を
有している

海外に現地法人（生産拠点）を有している

海外企業の製品・サービスを商社等を
経由して間接的に輸入している

海外ビジネスに取り組んでいない

無回答 令和7年度(n＝1,314)
令和6年度(n＝1,059)


